
価格等調査業務の契約書作成に関する業務指針（改正案対照表） 
 

改正案 現行 備考 
４ 契約書作成に関する基

本指針 
国土審議会の不動産鑑定評

価部会報告書において、鑑定

評価の依頼者と鑑定業者の

間の契約時における、書面に

よる契約の取り交わしは原

則として行われるべきとさ

れている。 
これを受けて、価格等調査ガ

イドラインにおいて、不動産

鑑定業者は、業務の目的と範

囲等を確定した文書等（以下

「業務の目的と範囲等の確

定に係る確認書」という。）

を価格等調査業務の契約の

締結までに依頼者に交付し

なければならないことにな

ったが、これと併せて不動産

鑑定士が価格等調査業務を

行うに当たっては、当該不動

産鑑定士が所属する不動産

鑑定業者は、原則として依頼

者と契約書を取り交わすも

のとする。 
一般的な業務委託契約書に

おいては、業務の目的や内容

は当然に契約書において定

めるべき事項であり、「業務

の目的と範囲等の確定に係

る確認書」はそれらを包含し

た内容となっており、契約内

容の一部を「業務の目的と範

４ 契約書作成に関する基

本指針 
価格等調査ガイドラインに

おいて、不動産鑑定業者は、

業務の目的と範囲等を確定

した文書等（以下「業務の目

的と範囲等の確定に係る確

認書」という。）を価格等調

査業務の契約の締結までに

依頼者に交付することが義

務づけされたところである。 
一般的な業務委託契約書に

おいては、業務の目的や内容

は当然に契約書において定

めるべき事項であり、この

「業務の目的と範囲等の確

定に係る確認書」はそれらを

包含した内容となっている。 
そもそも契約行為は、書面で

行われることが義務づけら

れているものではないが、事

実上、契約内容の一部を「業

務の目的と範囲等の確定に

係る確認書」として作成する

ことが義務化されることか

ら、これと併せて契約書を作

成することの合理性が認め

られるところである。 
したがって、不動産鑑定士が

価格等調査業務を行うに当

たっては、当該不動産鑑定士

が所属する不動産鑑定業者

は、原則として依頼者と契約
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囲等の確定に係る確認書」と

して作成することが義務化

されることから、これを包含

して契約書を作成すること

の合理性も認められるとこ

ろである。 

書を取り交わすものとする。 

７ 契約書に記載すべき事項 
契約書に記載する事項を一

概に定めることはできない

が、専門職業家である不動産

鑑定士としての責務や依頼

者を含む利用者保護の観点

から、価格等調査業務の契約

書に記載する事項としては、

対象となる不動産、業務の目

的、業務の内容、契約当事者

の責務、交付時期、報酬額と

その支払方法、秘密保持、契

約解除、損害賠償、再委任、

管轄裁判等に関する事項の

ほか、不動産鑑定士の独立性

が担保されるべき旨や損害

賠償保険の付保等が考えら

れる。 
また、評価主体に依頼者プレ

ッシャーをかけないこと、依

頼者プレッシャーがあった

ときには依頼を謝絶する場

合があること、鑑定士協会連

合会に通報又は調査請求若

しくは調査票への回答を行

う義務があること及び鑑定

士協会連合会（法第 48 条に

規定する届出団体）による依

頼者プレッシャーに関する

調査について依頼者が協力

７ 契約書に記載すべき事項 
契約書に記載する事項を一

概に定めることはできない

が、専門職業家である不動産

鑑定士としての責務や依頼

者を含む利用者保護の観点

から、価格等調査業務の契約

書に記載する事項としては、

対象となる不動産、業務の目

的、業務の内容、契約当事者

の責務、納期、報酬額とその

支払方法、秘密保持、契約解

除、損害賠償、再委託、管轄

裁判等に関する事項のほか、

不動産鑑定士の独立性が担

保されるべき旨や損害賠償

保険の付保等が考えられる。 
また、評価主体に依頼者プレ

ッシャーをかけないこと、依

頼者プレッシャーがあった

ときには依頼を謝絶する場

合があること、鑑定士協会連

合会に通報又は調査請求若

しくは調査票への回答を行

う義務があること及び鑑定

士協会連合会（法第 48 条に

規定する届出団体）による依

頼者プレッシャーに関する

調査について依頼者が協力

することに関して事前了解

鑑定法第 39 条には「交付」

とあるのに、「納期」となっ

ている。またこれは請負契約

を想起させる。 
なお鑑定法 3条2項業務のう

ち、価格等の表示を行うもの

については法3条 1項に定め

る鑑定評価業務に当らない

ためより包括的な内容を指

示する「交付等」も考えられ

るが、鑑定法が価格に表示す

ることに重きを置いたうえ

で「交付」としていることか

ら、価格等の表示を行うもの

を「交付」とすることは法の

趣旨と合致すること、また一

般的な用語としても「交付」

が使われることからも「交

付」で差しさわりないと思わ

れる。 
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することに関して事前了解

規定を定めなければならな

い。 
これらの事項の一部につい

ては、「業務の目的と範囲等

の確定に係る確認書」として

別途依頼者に交付すること

となっているが、依頼書兼承

諾書は当該確認書の内容を

含んで申込及び承諾を証す

るものであり、双方の整合性

に留意するとともに、一体と

して契約の効力を有するこ

とに留意する必要がある。 
なお、継続的な取引関係にあ

る依頼者との間においては、

上記の内容のうち、共通事項

を基本契約として定め、案件

ごとの個別事項を個別契約

として定める方法も考えら

れる。 

規定を定めなければならな

い。 
一方、これらの事項の一部に

ついては、「業務の目的と範

囲等の確定に係る確認書」と

して別途依頼者に交付する

こととなっているため、契約

書に記載する事項について

は、これとの重複に留意する

必要がある。 
なお、継続的な取引関係にあ

る依頼者との間においては、

上記の内容のうち、共通事項

を基本契約として定め、案件

ごとの個別事項を個別契約

として定める方法も考えら

れる。 

 
 
変更もしくは削除理由。 
削除理由。「これらの事項」

は契約書に記載すべき事項

と読めるが、そうであれば

「契約書（に記載すべき事

項）の一部については、確認

書として別途交付すること

になっているため、契約書に

記載する事項については、こ

れとの重複に留意する必要

がある」となり、日本語とし

て読みづらく理解を困難に

する恐れがあるし、契約内容

の概念が不明瞭になる。 
もし書くのであれば、「これ

らの事項の一部については、

「業務の目的と範囲等の確

定に係る確認書」として別途

依頼者に交付することとな

っているが、依頼書兼承諾書

は当該確認書の内容を含ん

で申込及び承諾を証するも

のであり、双方の整合性に留

意するとともに、一体として

契約の効力を有することに

留意する必要がある。」 
（３）標準モデルの作成方針 
契約書は、合意すべき内容を

記載した書面に契約当事者

双方が記名・押印のうえ、１

部ずつ持ち合うという形式

が一般的であるが、以下の点

を考慮して、「依頼書の受領

－承諾書の提出」という形式

（３）標準モデルの作成方針 
契約書は、合意すべき内容を

記載した書面に契約当事者

双方が記名・押印のうえ、１

部ずつ持ち合うという形式

が一般的であるが、以下の点

を考慮して、「依頼書の受領

－承諾書の提出」という形式
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を標準とした「依頼書兼承諾

書」（別紙「価格等調査業務

依頼書兼承諾書」参照）とし

てモデルを作成することと

した。 
なお契約当事者双方が１つ

の契約書に記名・押印し、そ

れを 2 部作成する手続きも

一般に多く行われており、了

解を得やすい場合もあるの

で、これを妨げるものではな

い。 

を標準とした「依頼書兼承諾

書」（別紙「価格等調査業務

依頼書兼承諾書」参照）とし

てモデルを作成することと

した。 

（４）標準モデル 
提供する標準モデルの「依頼

書兼承諾書」は、①業務ごと

の個別の内容（業務の種類、

対象不動産の概要、「業務の

目的と範囲等の確定に係る

確認書」を別途提出する旨、

再委任、交付時期、委任報酬、

支払方法、交付部数、特記事

項）と②業務を行うに当たり

契約当事者双方が遵守すべ

き共通事項としての「価格等

調査業務標準委任約款」から

構成される。 
この「依頼書兼承諾書」につ

いては、事務手続き上の煩雑

さ（複数枚にすることによる

袋綴じ、割印等の手続き）を

防ぐ観点からは、Ａ３用紙１

枚又はＡ４用紙両面コピー

１枚で作成することが望ま

しいと考えられる。 

（４）標準モデル 
提供する標準モデルの「依頼

書兼承諾書」は、①業務ごと

の個別の内容（業務の種類、

対象不動産の概要、「業務の

目的と範囲等の確定に係る

確認書」を別途提出する旨、

再委託、業務納期、委託報酬、

支払方法、発行部数、特記事

項）と②業務を行うに当たり

契約当事者双方が遵守すべ

き共通事項としての「価格等

調査業務標準委託約款」から

構成される。 
この「依頼書兼承諾書」につ

いては、事務手続き上の煩雑

さ（複数枚にすることによる

袋綴じ、割印等の手続き）を

防ぐ観点からは、Ａ３用紙１

枚又はＡ４用紙両面コピー

１枚で作成することが望ま

しいと考えられる。 

鑑定評価業務は委任契約と

解される以上、価格等調査に

よる文書の交付によって業

務が終了するものではない。

「業務納期」の用語は請負を

想起させるし、委任契約の本

旨を没却させる恐れがある。 

（５）「依頼書兼承諾書」に

よる契約手続きの流れ 
（５）「依頼書兼承諾書」に

よる契約手続きの流れ 
ガイドライン上「交付」とな

っている。 
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【依頼の申し込み】 

合意した内容を記載した「依頼書

兼承諾書」（以下「依頼書」とい

う。）に依頼者が記名・押印 

のうえ依頼の申し込みを受ける

（受任者欄未記入、依頼書の原本

は不動産鑑定業者が保管）。 

【依頼の承諾】 

依頼書をコピーのうえ、当該コピ

ーに不動産鑑定業者が記名・押印

した文書（以下「承諾書」 とい

う。）を依頼者に提出する（不動

産鑑定業者は承諾書のコピーを

保管）。また、当該提出を もっ

て契約が成立する。  

なお、承諾の際に、併せて「業務

の目的と範囲等の確定に係る確

認書」も交付することとなる。 

【依頼の申し込み】 

合意した内容を記載した「依頼書

兼承諾書」（以下「依頼書」とい

う。）に依頼者が記名・押印 

のうえ依頼の申し込みを受ける

（受託者欄未記入、依頼書の原本

は不動産鑑定業者が保管）。 

【依頼の承諾】 

依頼書をコピーのうえ、当該コピ

ーに不動産鑑定業者が記名・押印

した文書（以下「承諾書」 とい

う。）を依頼者に提出する（不動

産鑑定業者は承諾書のコピーを

保管）。また、当該提出を もっ

て契約が成立する。  

なお、承諾の際に、併せて「業務

の目的と範囲等の確定に係る確

認書」も提出することとなる。 
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価格等調査業務依頼書兼承諾書（改正案） 

 

 

改正案 現行 備考 

価格等調査業務標準委任約款に基づき、下記

のとおり価格等調査業務を依頼します。 

価格等調査業務標準委託約款に基づき、下記

のとおり価格等調査業務を依頼します。 

 

（委任者 甲） （委託者）  

3 業務の目的と範囲等の確定 

受任者は、業務の目的と範囲等の確定に係る

確認書を、本依頼の承諾に際して委任者に別

途交付すること。 

3 業務の目的と範囲等の確定 

受託者は、業務の目的と範囲等の確定に係る

確認書を、本依頼の承諾に際して委託者に別

途提出すること。 

法律上の用語は交付。 

4 再委任 

□ 再委任は行わないこと。 

□ 再委任を行う場合には、再委任先、再委

任業務の範囲等についてあらかじめ当社

の承諾を得ること。 

4 再委託 

□ 再委託は行わないこと。 

□ 再委託を行う場合には、再委託先、再委

託業務の範囲等についてあらかじめ当社

の承諾を得ること。 

 

7 交付予定 

□ 平成○年○月○日 

□ その他(現地調査日から２週間） 

5 業務納期 

□ 平成○年○月○日 

□ その他(現地調査日から２週間） 

納期は請負を想起させる。また法律上の用語

は交付。 

5 委任報酬   6 委託報酬    

6 支払方法 

□ 銀行振込による 

支払条件（着手時○○万円、委任事務履

7 支払方法 

□ 銀行振込による 

支払条件（着手時○○万円、業務完了時
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行時残金） 残金） 

8 交付部数 8 発行部数 法律上の用語は交付。 

上記のとおり、承諾致します。 

なお、業務開始後において、提供された資料、

現地調査等の結果により、業務の種類の変

更、交付予定の延長又は報酬の変更の可能性

があることをあらかじめ了承願います。 

上記のとおり、承諾致します。 

なお、業務開始後において、提供された資料、

現地調査等の結果により、業務の種類の変

更、業務納期の延長又は報酬の変更の可能性

があることをあらかじめ了承願います。 

法律上の用語は交付。 

（受任者 乙） （受託者）  
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価格等調査業務標準委任約款 （改正案対照表） 
 
改正案 現行 備考 
価格等調査業務標準委任約款 価格等調査業務標準委託約款  
第１条 本業務委任約款は、委

任者（以下「甲」という。）及

び受任者（以下「乙」という。）

が、乙が不動産の鑑定評価に関

する法律第３条第１項又は第

２項に定める業務として価格

等調査業務（不動産の価格又は

賃料を文書又は電磁的記録に

表示する調査に関する業務を

いい、以下「本件業務」という。）

を行うにあたり締結する契約

（以下「本契約」という。）に

ついて必要な事項を定める。  

第１条 本業務委託約款は、委

託者（以下「甲」という。）及

び受託者（以下「乙」という。）

が、乙が不動産の鑑定評価に

関する法律第３条第１項又は

第２項に定める業務として価

格等調査業務（不動産の価格

又は賃料を文書又は電磁的記

録に表示する調査に関する業

務をいい、以下「本件業務」

という。）を行うにあたり締結

する契約（以下「本契約」と

いう。）について必要な事項を

定める。 

 

第２条 甲が乙に対して依頼書

を提出して依頼し、乙がそれを

承諾したときに、依頼書兼承諾

書（以下「本契約書」という。）

及び国土交通省が定める「不動

産鑑定士が不動産に関する価

格等調査を行う場合の業務の

目的と範囲等の確定及び成果

報告書の記載事項に関するガ

イドライン」に基づき確定した

「業務の目的と範囲等の確定

に係る確認書（以下「確認書」

という。）」記載の内容で本契約

が成立する。  

第２条 甲が乙に対して依頼

書を提出して依頼し、乙がそ

れを承諾したときに、依頼書

兼承諾書（以下「本契約書」

という。）記載の内容で本契約

が成立する。  
 

確認書は申込及び承諾の

実質的な内容であるため、

それを明確化。 

第３条 乙は、甲に対し、本契

約締結までに、確認書を交付し

なければならない。なお、調査

等により確認書記載の事項に

第３条 乙は、甲に対し、本契

約締結時に、国土交通省が定

める「不動産鑑定士が不動産

に関する価格等調査を行う場

ガイドライン上の文言に

合わせる。 
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変更が生じたときは、乙は、変

更事項に対応して変更された

確認書を再度交付する。  
 

合の業務の目的と範囲等の確

定及び成果報告書の記載事項

に関するガイドライン」に基

づき確定した「業務の目的と

範囲等の確定に係る確認書

（以下「確認書」という。）」

を交付しなければならない。

なお、調査等により確認書記

載の事項に変更が生じたとき

は、乙は、変更事項に対応し

て変更された確認書を再度交

付する。  
 

第４条 甲及び乙は、日本国の

法令を遵守し、信義を重んじ、

誠実に本契約を履行する。  
(1)甲は、乙に対して、本件業

務を遂行するために必要とな

る資料、情報等を遅滞なく提供

し、現地調査が支障なく行われ

るよう協力しなければならな

い。また、本件業務が証券化対

象不動産に係る場合であって、

甲がエンジニアリング・レポー

トを別途依頼する場合は、発注

後遅滞なくその仕様を乙に開

示しなければならない。 

第４条 甲及び乙は、日本国の

法令を遵守し、信義を重んじ、

誠実に本契約を履行する。  
(1)甲は、乙に対して、本件業

務を遂行するために必要とな

る資料、情報等を遅滞なく提

供し、現地調査が支障なく行

われるよう協力しなければな

らない。 
「また、本件業務が証券化対

象不動産に係る場合であっ

て、甲がエンジニアリング・

レポートを別途依頼する場合

は、発注後遅滞なくその仕様

を乙に開示しなければならな

い。  

ミス 

(4) 乙は、善良なる管理者の注

意義務をもって本件業務を遂

行しなければならない。不動産

鑑定士によって鑑定評価額が

決定され、かつ第 5 条 1 項の免

責事項に該当しないときは、鑑

定評価書等を作成し、甲又は甲

(4)乙は、善良なる管理者の注

意義務をもって本件業務を遂

行し、本件業務の成果として

鑑定評価書等を作成し、甲又

は甲の指定する者に対して交

付しなければならない。  

「業務の成果」は間違いで

はないが、委任契約上、鑑

定評価書等が成果の全て

ではなく、またそのように

誤解させないようにする

ことが好ましい。 
また鑑定法 39 条の交付義
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の指定する者に対して交付し

なければならない。  
務については、法制度など

の上から、種々の例外があ

りうることを明示してお

かないと、交付義務は強行

法規であると誤解し、いか

なる場合でも商品（鑑定評

価書などの文書は一般の

商業活動による商品では

ない）を完成・納品させる

責任が生ずるとの誤解を

生みかねない。また商品を

完成・納品しないことによ

って不履行責任が発生す

るとの誤解を防止するた

め。 
 
鑑定評価額が決定された

ときは、鑑定評価報告書を

作成するものとされてい

る（鑑定評価基準）が、決

定できないときがある。 
第 5 条 
(1) 不動産鑑定評価基準及び

不動産鑑定評価基準運用上の

留意事項並びに公益社団法人

日本不動産鑑定士協会連合会

の規程等によって業務開始後

であっても謝絶する場合があ

ること。 

 合理的推定（鑑定評価基

準）、「不当な鑑定評価等に

係る処分の考え方」（国交

省）、依頼者プレッシャー

通報制度において謝絶義

務の存在がある。 

(2) (1)  

(3) (2)  
(4) (3)  
（交付予定時期の変更）  
第８条 乙は、やむを得ない事

由がある場合は、甲の承諾を得

て交付予定時期を延期するこ

（業務の納期の変更）  
第８条 乙は、やむを得ない事

由がある場合は、甲の承諾を

得て納期を延期することがで

納期は請負を想起させる。

また法律上の用語は交付。 
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とができる。  
 

きる。  

（再委任）  
第９条 乙は、本件業務の全部

（対象不動産が複数ある場合

には各対象不動産ごとに全部

か一部かを判断する。以下同

じ。）を一括して第三者に再委

任してはならない。なお、本件

業務の一部を第三者に再委任

するときは、再委任の前に詳細

を示して、甲の承諾を得なけれ

ばならない。  

（再委託） 
第９条 乙は、本件業務の全部

（対象不動産が複数ある場合

には各対象不動産ごとに全部

か一部かを判断する。以下同

じ。）を一括して第三者に再委

託してはならない。「なお、本

件業務の一部を第三者に再委

託するときは、再委託の前に

詳細を示して、甲の承諾を得

なければならない。 

 

（請求の時期）  
第 10 条 本件業務の委任事務

を履行した後において、乙は甲

に対して、報酬を請求できる。

なお受任者の責に帰すことが

できない事由により委任が中

途で終了し、受任者がすでに処

理した事務がある場合はこの

限りではない。 
 

（業務の完了）  
第 10 条 本件業務は、乙が甲

に対して、鑑定評価書等の成

果報告書を交付することによ

り完了する。ただし、業務完

了後であっても、乙は、甲に

対して、本件業務の内容に関

する正当な問い合わせに対応

しなければならない。 

鑑定評価書等の交付は確

かに委任事務の履行のう

ち大きな部分を占めるが、

交付をもって完了すると

いう文言は請負契約を想

起させる。委任契約は仕事

の完成を目的としていな

い。 
また交付は鑑定評価に関

する法律上の義務であっ

て、民法上から当然に導か

れる責務でなく約款は私

法上の取り決めであるこ

と、交付義務は免責される

場合があること、実務上も

様々な完了形態があるこ

と。 
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（委任報酬の支払い）  
第 11 条 本件業務の委任報酬

は本契約書に定める額とする。

ただし、乙の業務遂行にあたっ

て、本契約成立時に予測できな

い事情が生じた場合には、甲乙

協議の上、委任報酬を増減する

ことができる。  
２ 甲は、前項の委任報酬を、

本契約書に定める時期に、乙の

指定する方法で支払うものと

する。  
 

（委託報酬の支払い） 
第 11 条 本件業務の委託報酬

は本契約書に定める額とす

る。ただし、乙の業務遂行に

あたって、本契約成立時に予

測できない事情が生じた場合

には、甲乙協議の上、委託報

酬を増減することができる。 
２ 甲は、前項の委託報酬を、

本契約書に定める時期に、乙

の指定する方法で支払うもの

とする。 

 

（甲による合意解約）  
第 16 条 甲は、いつでも、甲乙

協議の上、本件業務の終了した

部分に相応する委任報酬額を

支払って、本契約を解約するこ

とができる。  

（甲による合意解約） 
第 16 条 甲は、いつでも、甲

乙協議の上、本件業務の終了

した部分に相応する委託報酬

額を支払って、本契約を解約

することができる。 

 

（乙による合意解約）  
第 17 条２ 乙は、本件業務の開

始後において、前項の規定によ

り本契約を解約した場合は、本

件業務の終了した部分に相応

する委任報酬を請求すること

ができる。 

（乙による合意解約） 
第 17 条２ 乙は、本件業務の

開始後において、前項の規定

により本契約を解約した場合

は、本件業務の終了した部分

に相応する委託報酬を請求す

ることができる。 

 

（損害賠償）  
第 19 条 ２ 乙が前項の損害賠

償責任を負う場合、乙が本件業

務を行うに当たって善意でか

つ重過失がない場合は、前項の

規定にかかわらず、本件業務の

（損害賠償） 
第 19 条２ 乙が前項の損害賠

償責任を負う場合、乙が本件

業務を行うに当たって善意で

かつ重過失がない場合は、前

項の規定にかかわらず、本件
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委任報酬額の２倍をその責任

限度額とする。  
業務の委託報酬額の２倍をそ

の責任限度額とする。 
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